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「個別システムの最適化」から「ビジネスモデル刷新」へ

政策・
業務体系

データ体系

適用処理体系

技術体系

・政策立案・判断に必要なデータを迅速・
的確に提供（例：カナダ食品検査庁）

BI （Business Intelligence）

・国民への説明責任・透明性確保

（例：USAspending.gov、Exhibit300）

・政策検討過程への国民参加（成果目
標の設定・内容などに国民の意見を
反映） （例：アイデアボックス）

・行政保有情報の有効活用

（例：DataSF App Showcase）

顧客志向の業務プロセス改革

IT投資管理の確立・強化

ＩＴガバナンスの強化

国民

政策決定の責任者

・戦略にリンクした目標設定
→成果指標（ＫＰＩ）への落とし込み
→継続的な改善活動
・リスクマネジメント、第三者によるレビュー
（例：OGC Gateway Review）

・中期ＩＴビジョンに基づく人材のマネジメント
・調達改革（システムの特性に応じた適切な調
達の在り方の検討）

・より効率的・効果的な業務プロセスの追求
（例：シックスシグマ、カイゼン）

・標準化・共通化の推進（ガイドラインなどの整
備）

・政府共通プラットフォームの整備・運用
・政府全体でのサポート機能の強化（ＣＩＯ補佐官
プール制など）

・これまでの「業務・システム最適化計画」は、情報システムのコスト削減や省力化など一定程度の効果があったが、
本来目指していた業務・システム一体となった改革としては必ずしも十分ではない。
・今後、「業務・システム最適化計画」の見直しは必要だが、成果管理やBPRの強化に加え、政策支援のためのデータ
活用や透明性の向上、国民とのコラボレーションなどＩＴの持つ潜在能力を最大限に活かし、政府のビジネスモデル
の刷新につなげていく取組とする必要がある。

リソース（ヒト・モノ・カネ）管理を含め、これらをトータルでマネジメントするフレームワークの構築が必要

ソーシャルメディア

オ
ー
プ
ン
・ガ
バ
メ
ン
ト

Transparency：透明性

Ｐａｒｔｉｃｉｐａtion：国民参加

Collaboration：協働

クラウドやソーシャルメディアなど新しい
技術・サービスの可能性にも着目

国民視点で政府のビジネスモデルを刷新
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参考資料１．Ｔｒａｎｓｐａｒｅｎｃｙ：透明性
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IT Dashboard

概要

国民が連邦政府のITに対する投資の詳細を見る
ことのできるサイト。

国民はIT投資の進み具合を把握することができ、
効率的に予算が使われているかどうか監視する
ことができる。

特徴

行政管理予算局（OMB）に直属している官庁から
得たデータを公表している。データは、7,000件を
超える連邦政府のITに対する投資の一般的な情
報と、そのうち官庁が「重要」と分類している約
800の投資の詳細情報を掲載。

各IT投資プロジェクトに対する評価は、「コスト」
「スケジュール」「官庁CIO」の3つの観点から行わ
れている。

左下の図のプロジェクトでは、全体評価は「5.6p
（満点は10p）」だが、特にスケジュールで問題が
発生していることを表している。

・「コスト」「スケジュール」「官庁CIO」
の評価が色分けで表示。

http://it.usaspending.gov/
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Recovery.gov
http://www.recovery.gov/

概要

経済対策法に基づいて景気刺激策として支出さ
れた連邦支出の用途について、情報開示をする
サイト。

特徴

分野別、州別、省庁別、金額規模別などで、グラ
フ、表などを活用してわかりやすく情報提供する
よう工夫されている。

多くの予算を使っている省庁はどこか、どのよう
な契約に使われているの か、雇用創出効果はど
の程度見込まれるか等の情報も紹介されている。
さらに、地図上で詳細なデータを確認することも
可能。

 なお、2010年4月には、連邦政府のサイトとして
は初めてクラウドコンピューティングに移行。サイト
運営費が総額75万ドル削減できると見込まれて
いる。
（http://www.recovery.gov/News/mediakit/D
ocuments/Press%20Release05132010.pdf）

http://www.recovery.gov/News/mediakit/Documents/Press Release05132010.pdf�
http://www.recovery.gov/News/mediakit/Documents/Press Release05132010.pdf�
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参考資料２．Ｐａｔｉｃｉｐａｔｉｏｎ：国民参加
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Challenge.gov
http://challenge.gov/

概要

各政府機関から寄せられた社会的課題を掲載し、
広く国民から問題解決のアイデアを募集するサイ
トで、連邦調達庁（GSA）が管轄している。

優秀なアイデアには賞金も提供される仕組みと
なっている。

特徴

現在は、様々な省庁から出された56のテーマで
アイデアが募集されている。中には、100万ドル
を超える賞金が提示されているものもある。

 TwitterやFacebook上で情報を共有する機能も
用意されており、各種のソーシャルメディアを活用
して、より多くのアイデアが集まる仕組みになって
いる。
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参考資料３．Ｃｏｌｌａｂｏｒａｔｉｏｎ：協働
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Data.gov
http://www.data.gov/

概要

政府の情報公開、透明性を高めることを目的とし
て開設されたサイト。

連邦政府が保有する各種統計情報を公開してお
り、人口、犯罪、有害物質、地形データ、社会保
障給付金、消費者支出データなど、およそ400種
類以上の統計データが公開されている。

特徴

利用者がデータの二次利用をしやすいように、
XML、CSV、KML/KMZ、XLS等の形式で各データ
は提供されている。

 そのため、Data.gov が公表しているデータを利用
したアプリケーションを誰でも開発することが可能
となっている。「Apps for America」のように、アプ
リケーション開発コンテストも行われている。
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アプリケーション作成コンテスト

http://sunlightlabs.com/contests/appsforamerica2/

 2009年に、Data.gov によって公開されたデータ
を活用したアプリ等を募集するコンテストを開催。
NPO Sunlight基金が運営。

 コンテストでは、Data.govから必要な情報を州や
省庁ごとに比較するマッシュアップアプリ
「Datamasher.org」など、様々なアイデアが提案さ
れた。

Apps for America
http://www.appsfordemocracy.org/

Apps for Democracy

 2008年の 秋と2009年の春に開催されたワシン
トンDCのGov2.0アプリ作成コンテスト。

賞金は第１ラウンドの勝者に3千ドル、第2ラウン
ドの勝者に3千ドル、そして最終 勝利者に1万ド
ルが提供された。

地区レベルの Government2.0の動向のパイオニ
アといわれており、後にSunlight Foundationの
「Apps  for America」が続いた。他にも、影響さ
れたニューヨークも「NYC BigApps」などが開催さ
れた。
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市の情報を公開して活用アプリ開発を推奨

米・サンフランシスコ市では、市が公開する情報へのアクセス方法を「DataSF」で紹介するとともに、この情報を用い
たiPhoneなどのアプリの開発を推奨している。

開発したアプリのダウンロードサイト
「DataSF App Showcase」

http://datasf.org/showcase/

市のデータへのアクセス方法を示すサイト
「DataSF」

http://www.datasf.org/

開発されたアプリの例 「Crimespotting」
http://sanfrancisco.crimespotting.org/
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WindowsAzure Marketplace DataMarket

https://datamarket.azure.com/

Microsoft社が提供するプラットフォーム「WindowsAzure Marketplace」上で、官民のデータを提供。Data.govも参加。
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WindowsAzure Marketplace DataMarket

https://datamarket.azure.com/publishers
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